
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　10月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 0.5％減少の 345,112円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.5％増加、情報通信業 11.2％増加、卸売業，小売
業 4.6％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.6％増加の 331,861円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.1％増加の 309,014円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 1.1％増加、情報通信業
4.7％増加、卸売業，小売業 1.5％減少となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.0％減少となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　10月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 1.4％減少の 380,419円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.9％増加、情報通信業 11.8％増加、卸売業，小売
業 6.8％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月と同水準の 364,503円となった。ま
た、所定内給与は、前年同月比 0.5％減少の 337,356円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.1％増加、情報通信業
4.8％増加、卸売業，小売業 3.5％減少となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 2.1％減少となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



令和元年10月分

（単位：　円・％）

前 年
同月比

前 年
同月比

前 年
同月比

調 査 産 業 計 345,112 -0.5 331,861 0.6 309,014 0.1 22,847 13,251

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 567,546 － 567,224 － 536,333 － 30,891 322

建 設 業 432,083 6.5 416,005 4.5 376,579 6.4 39,426 16,078

製 造 業 409,249 0.5 398,242 1.1 375,887 1.7 22,355 11,007

電気・ガス・熱供給・水道業 535,534 1.7 520,701 0.4 442,639 -0.4 78,062 14,833

情 報 通 信 業 461,913 11.2 425,623 4.7 386,137 2.9 39,486 36,290

運 輸 業 ， 郵 便 業 383,562 -2.2 377,340 1.5 335,477 2.6 41,863 6,222

卸 売 業 ， 小 売 業 344,515 -4.6 333,373 -1.5 316,711 -2.1 16,662 11,142

金 融 業 ， 保 険 業 514,911 3.7 503,927 4.1 467,375 3.4 36,552 10,984

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 352,343 -10.0 341,050 -4.5 317,393 -5.9 23,657 11,293

学術研究，専門・技術サービス業 485,536 -9.2 444,469 3.0 420,335 3.2 24,134 41,067

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 129,444 -5.0 128,459 -4.2 119,492 -5.5 8,967 985

生活関連サービス業，娯楽業 227,461 1.8 219,435 1.5 207,982 1.7 11,453 8,026

教 育 ， 学 習 支 援 業 289,917 -9.2 278,653 -9.9 271,308 -9.7 7,345 11,264

医 療 ， 福 祉 274,829 -0.2 269,918 -0.6 255,468 -1.3 14,450 4,911

複 合 サ ー ビ ス 事 業 383,328 -6.1 350,138 -5.4 321,161 -5.7 28,977 33,190

サービス業（他に分類されないもの） 286,698 3.2 278,787 3.5 256,727 1.8 22,060 7,911

調 査 産 業 計 380,419 -1.4 364,503 0.0 337,356 -0.5 27,147 15,916

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 567,546 － 567,224 － 536,333 － 30,891 322

建 設 業 443,141 6.5 436,614 7.4 388,562 10.9 48,052 6,527

製 造 業 443,685 0.9 431,049 2.1 404,744 2.5 26,305 12,636

電気・ガス・熱供給・水道業 546,141 -0.1 529,909 -1.5 445,208 -2.4 84,701 16,232

情 報 通 信 業 476,422 11.8 436,496 4.8 394,627 3.3 41,869 39,926

運 輸 業 ， 郵 便 業 383,840 -4.1 377,961 0.4 333,233 1.5 44,728 5,879

卸 売 業 ， 小 売 業 388,269 -6.8 372,716 -3.5 353,461 -4.1 19,255 15,553

金 融 業 ， 保 険 業 542,808 3.4 532,988 3.8 493,877 3.2 39,111 9,820

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 388,948 -5.5 376,081 -0.8 350,602 -1.7 25,479 12,867

学術研究，専門・技術サービス業 518,263 -10.8 466,555 4.8 438,613 5.2 27,942 51,708

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 157,219 -13.4 154,563 -12.0 143,387 -13.8 11,176 2,656

生活関連サービス業，娯楽業 235,075 -2.2 225,106 -2.0 211,912 -1.3 13,194 9,969

教 育 ， 学 習 支 援 業 316,394 -9.7 304,091 -10.6 296,228 -10.4 7,863 12,303

医 療 ， 福 祉 305,603 -1.2 300,259 -1.2 281,493 -2.3 18,766 5,344

複 合 サ ー ビ ス 事 業 401,910 -8.5 364,030 -7.5 325,128 -8.8 38,902 37,880

サービス業（他に分類されないもの） 275,767 0.9 268,153 1.4 245,363 -0.3 22,790 7,614

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　10月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 2.1％減少の 139.7時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 2.9％減少の 128.0時間、所定外労働
時間数は、同 7.4％増加の 11.7時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.4時間（前年同月比 10.3％減少）、情報通信業
17.9時間（同 27.0％増加）、卸売業，小売業 9.1時間（同 5.8％増加）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　10月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 2.7％減少の 145.0時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 3.5％減少の 131.6時間、所定外労働
時間数は、同 7.2％増加の 13.4時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 13.2時間（前年同月比 5.7％減少）、情報通信業
18.7時間（同 25.5％増加）、卸売業，小売業 10.3時間（同 8.4％増加）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



令和元年10月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 17.6 139.7 -2.1 128.0 -2.9 11.7 7.4

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.7 153.0 － 133.6 － 19.4 － 

建 設 業 19.7 169.8 -5.6 149.1 -6.1 20.7 -2.8

製 造 業 18.5 153.0 -3.3 141.6 -2.7 11.4 -10.3

電気・ガス・熱供給・水道業 19.3 163.1 -2.3 143.2 -5.2 19.9 26.0

情 報 通 信 業 18.9 161.0 2.3 143.1 -0.2 17.9 27.0

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.9 161.7 3.5 141.0 1.5 20.7 18.2

卸 売 業 ， 小 売 業 17.8 140.3 -0.4 131.2 -0.8 9.1 5.8

金 融 業 ， 保 険 業 18.7 152.6 -3.7 135.3 -4.6 17.3 3.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.3 148.4 -2.6 133.9 -4.0 14.5 12.3

学術研究，専門・技術サービス業 18.8 155.8 1.7 140.1 0.3 15.7 16.3

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13.5 92.3 -5.2 85.9 -4.7 6.4 -11.0

生活関連サービス業，娯楽業 16.2 122.6 -3.8 115.4 -3.8 7.2 -3.9

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.7 107.7 -11.3 101.1 -11.5 6.6 -9.6

医 療 ， 福 祉 16.5 122.1 -6.2 116.6 -6.4 5.5 1.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 18.9 149.3 -8.4 137.9 -7.2 11.4 -21.9

サービス業（他に分類されないもの） 18.2 141.7 -1.9 130.9 -3.0 10.8 13.7

調 査 産 業 計 18.0 145.0 -2.7 131.6 -3.5 13.4 7.2

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.7 153.0 － 133.6 － 19.4 － 

建 設 業 18.8 167.5 -9.6 143.0 -10.1 24.5 -6.1

製 造 業 18.6 156.6 -1.4 143.4 -1.0 13.2 -5.7

電気・ガス・熱供給・水道業 19.5 165.6 -2.2 144.6 -4.9 21.0 19.9

情 報 通 信 業 19.0 163.0 2.8 144.3 0.4 18.7 25.5

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.7 160.5 2.7 139.0 0.6 21.5 19.5

卸 売 業 ， 小 売 業 18.2 145.0 -1.5 134.7 -2.3 10.3 8.4

金 融 業 ， 保 険 業 18.7 153.0 -3.5 134.3 -4.6 18.7 4.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.5 149.4 -2.9 133.4 -3.7 16.0 4.5

学術研究，専門・技術サービス業 18.9 158.8 2.6 140.5 0.9 18.3 18.0

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.2 98.9 -12.4 92.1 -10.7 6.8 -30.7

生活関連サービス業，娯楽業 15.6 114.8 -9.7 106.8 -8.7 8.0 -20.8

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.9 111.0 -12.5 104.2 -13.0 6.8 -2.9

医 療 ， 福 祉 17.2 130.0 -7.0 123.9 -7.0 6.1 -4.7

複 合 サ ー ビ ス 事 業 18.9 151.3 -9.6 136.8 -9.1 14.5 -15.7

サービス業（他に分類されないもの） 18.1 140.5 -2.8 129.4 -3.8 11.1 9.9

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　10月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 2.8％増加の 8,178千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業は前年同月と同水準、情報通信業 2.9％増加、卸売
業，小売業 1.5％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.5ポイント下降し、26.0％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　10月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 3.4％増加の 5,718千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業は前年同月と同水準、情報通信業 3.1％増加、卸売
業，小売業 2.1％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.1ポイント下降し、20.2％となっ
た。

（表３）
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図３－１ 常用労働者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



令和元年10月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同月比

前 年
同月差

前 年
同月差

前 年
同月差

調 査 産 業 計 8,177,690 2.8 2.54 0.20 2.51 -0.01 26.0 -0.5

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,421 － 1.81 1.02 2.65 0.64 0.8 0.8

建 設 業 378,247 7.7 1.39 -0.41 1.38 0.12 3.5 -0.8

製 造 業 568,379 0.0 1.26 -0.24 1.55 -0.29 7.9 -1.2

電気・ガス・熱供給・水道業 27,442 -13.1 1.66 1.36 0.31 -0.72 2.3 -0.6

情 報 通 信 業 836,346 2.9 1.99 0.52 1.54 -0.31 3.8 -0.6

運 輸 業 ， 郵 便 業 472,829 2.8 2.34 0.84 2.96 0.89 12.7 -0.9

卸 売 業 ， 小 売 業 1,691,471 1.5 1.97 -0.14 1.84 -0.19 27.9 -0.6

金 融 業 ， 保 険 業 400,052 0.9 1.85 -0.50 2.34 0.10 5.0 -2.3

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 216,403 2.2 2.26 0.11 1.96 -0.45 19.5 4.5

学術研究，専門・技術サービス業 397,195 2.6 2.40 0.74 1.48 0.02 8.1 -0.3

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 691,572 1.3 4.90 0.80 6.17 1.07 78.4 -0.5

生活関連サービス業，娯楽業 248,937 4.9 1.95 -1.22 2.33 -1.26 43.0 -3.8

教 育 ， 学 習 支 援 業 418,858 -0.2 4.79 0.44 4.07 0.81 44.7 6.8

医 療 ， 福 祉 787,602 6.9 1.89 0.03 1.89 -0.16 36.8 0.4

複 合 サ ー ビ ス 事 業 38,295 1.4 1.13 -0.77 1.58 0.43 21.0 3.8

サービス業（他に分類されないもの） 1,002,641 4.5 3.77 0.76 3.22 -0.38 27.1 -2.8

調 査 産 業 計 5,718,257 3.4 2.42 0.25 2.25 -0.05 20.2 -0.1

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,421 － 1.81 1.02 2.65 0.64 0.8 0.8

建 設 業 249,660 11.5 1.26 -0.39 0.88 -0.36 2.4 -0.4

製 造 業 416,869 0.0 1.45 -0.15 1.67 -0.37 4.0 -3.3

電気・ガス・熱供給・水道業 24,563 -13.8 1.86 1.53 0.35 0.13 2.5 0.3

情 報 通 信 業 732,238 3.1 1.93 0.59 1.59 -0.21 2.3 -1.0

運 輸 業 ， 郵 便 業 396,924 2.3 2.41 0.87 3.12 0.84 12.7 -1.3

卸 売 業 ， 小 売 業 1,051,690 2.1 1.65 0.02 1.52 -0.16 21.8 0.9

金 融 業 ， 保 険 業 328,705 0.9 1.81 -0.31 2.26 0.19 4.7 -3.2

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 144,395 3.1 1.72 -0.25 1.33 -0.18 14.9 3.1

学術研究，専門・技術サービス業 282,419 0.9 2.41 0.75 1.17 -0.16 6.6 -1.2

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 233,004 3.0 3.91 -0.08 3.87 -0.09 71.0 3.7

生活関連サービス業，娯楽業 133,823 5.7 1.88 -0.88 2.34 -0.28 47.4 -0.3

教 育 ， 学 習 支 援 業 328,100 0.6 5.05 0.18 4.79 1.18 42.5 9.0

医 療 ， 福 祉 517,214 9.0 1.71 0.03 1.83 0.04 30.3 0.2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 24,796 0.5 0.80 -0.86 0.51 -0.53 21.2 7.2

サービス業（他に分類されないもの） 852,436 5.2 4.10 0.82 3.40 -0.48 29.4 -2.6

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用労働者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率
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